
人事行政の運営等の状況について 

平成２８年４月 

 

１ 職員の任命及び職員数に関する状況 

（１）部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

区分 

部門 

職  員  数 備考（所属等） 

Ｈ27 Ｈ28 増減  

 

 

一

般

行

政

部

門 

議会 4 4 0 議会事務局 

総務 70 71 1 総務課、財政課、市民課、環境安全課(防災安全係)、秘

書広報課、企画課、地域振興課、市民協働課、会計課、

監査委員事務局 

税務 24 24 0 税務課 

労働 0 0 0  

農林水産 3 3 0 産業振興課（農政係） 

商工 3 4 1 産業振興課（商工労働係） 

土木 29 28 △1 建設課、建築住宅課、都市計画課 

小計 133 134 1  

民生 92 93 1 福祉総務課、介護長寿課（高齢者福祉係）、 

包括支援センター、保険年金課(年金係)、 

子育て支援課、保育園等 

衛生 21 20 △1 環境安全課（環境衛生係）、健康推進課 

小計 113 113 0  

計 246 247 1  

特

別

行

政 

教育 44 48 4 教育文化部、情報文化振興財団 

警察     

消防     

小計 44 48 4  

公

営

企

業

等 

病院     

水道 10 9 △1 上下水道課 

交通     

下水道 7 7 0 上下水道課 

その他 16 20 4 介護長寿課（介護保険係）、包括支援センター、保険年金課

（健康保険係） 

小計 33 36 3  

 合計 323 331 8 Ｈ27退職 18人 Ｈ28採用 26人 

＊ 職員数は、一般職に属する正規職員数です。 

 

（２）職員定数との比較（平成 28年４月１日現在） 

 

区 分 

市長事務

部局職員 

議会事務

部局職員 

教育委員会事

務部局職員 

監査委員事務

部局職員 

水道事業及

び公共下水

道事業事務

部局職員 

 

計 

定数外

職員 

定 数 270 4 60 3 17 354 ― 

職員数 249 4 47 3 16 319 12 

＊ 職員数は、一般職に属する正規職員数であり、公益団体等への派遣職員を除きます。 



（３）年齢別職員構成の状況（平成 28年４月１日現在） 

 

区分 

２０歳 

 

未 満 

２０歳 

 ～ 

２３歳 

２４歳 

 ～ 

２７歳 

２８歳 

 ～ 

３１歳 

３２歳 

 ～ 

３５歳 

３６歳 

 ～ 

３９歳 

４０歳 

 ～ 

４３歳 

４４歳 

 ～ 

４７歳 

４８歳 

 ～ 

５１歳 

５２歳 

 ～ 

５５歳 

５６歳 

 ～ 

５９歳 

６０歳 

 

以 上 

 

 計 

職員数  5 20 42 42 33 34 41 46 15 20 28 5 331 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（27年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（27年度末） 

歳出額 

    Ａ 

実 質 

収支額 

人件費 

   Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

26年度の 

人件費率 

        人 

51,364 

千円 

16,777,453 

千円 

283,170 

千円 

2,229,349 

     ％ 

13.3 

      ％ 

12.5 

 

（２）職員給与費の状況（27年度普通会計決算） 

職員数  

  Ａ 

給   与   費 一人当たりの給

与費  Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

   人 

290 

千円 

996,318 

千円 

176,764 

千円 

371,889 

千円 

1,544,971 

千円 

5,327 

＊ 特別職、企業会計及び出向職員を除きます。（以下、給与関係決算額について同じです。） 

 

（３）ラスパイレス指数の状況 

 H24 H25 H26 H27 

野々市市 96.4 95.3 95.8 96.4 

全国市平均 98.8 98.5 98.6 98.7 

類似団体 97.9 97.8 97.9 97.9 

＊ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数で

す。類似団体とは、人口及び産業構造が似通った他の市町村のことです。平成 24 年及び平成 25 年は、国

家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値です。 

 

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額（平成 28年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

野々市市 40.4歳 301,200円 359,800円 321,500円 

 

 ② 技能労務職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

野々市市 45.1歳 247,600円 256,600円 254,400円 

 

（５）職員の初任給の状況（平成 28年４月１日現在） 

区分 大学卒 高校卒 中学卒 

一般行政職 176,700円 144,600円 ― 

技能労務職 ― 142,000円 134,000円 



（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 28年４月１日現在） 

区分 学歴 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年 

一般行政職 大学卒 272,300円 325,700円 359,000円 

高校卒 該当なし 266,900円 353,800円 

技能労務職 高校卒 該当なし 220,700円 該当なし 

中学卒 該当なし 該当なし 該当なし 

＊ 経験年数は、入庁前の前歴を換算し、入庁後の経験年数に加算した年数です。 

 

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成 28年１月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

職務内容 主事 

技師 

主事 

技師 

主査、専門員 

主任保育士 

主査、専門員 

主任保育士 

課長補佐、副園長 

課長補佐、副園長 

課参事、園長 

課参事 

園長 

課長 

課長 

参事 

部長 

参事 

部長 

職員数（人） 45 56 97 42 21 32 5 1 

構成比（％） 15.1 18.7 32.4 14.1 7.0 10.7 1.7 0.3 

＊ 技能・労務職及び派遣職員を除きます。 

 

（８）昇給への勤務成績の反映状況 

 ① 勤務成績の評定の実施状況 

   地方公務員法第 40条の規定に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。 

 ② 昇給への勤務成績の反映状況 

   上記①の評定結果を参考にし、下記の５段階の昇給区分を実施しています。 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

55歳未満 ８ ６ ４ ２ ０ 

55歳以上 ４ ３ ２ １ ０ 

 

（９）期末・勤勉手当 

野々市市 国 

一人当たり平均支給額（27年度）1,277千円 ― 

27年度支給割合 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.6 月分 

（1.45）月分   （0.75）月分 

27年度支給割合 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.6 月分 

（1.45）月分   （0.75）月分 

加算の状況 

職制上の階段、職務の級等による加算措置 

 役職加算  5～20％ 

加算の状況 

職制上の階段、職務の級等による加算措置 

役職加算    5～20％ 

  管理職加算  10～25％ 

＊ （ ）内は、再任用職員にかかる支給割合です。 

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況 

 ① 勤務成績の評定の実施状況 

   管理職（課長以上）を対象に、年２回（６月、１２月）勤務成績の評定を行っています。 

 ② 勤勉手当への勤務成績の反映状況 

   上記①を基に決定する５段階の成績率により、勤勉手当を支給しています。 

   ・平成 27年 ６月 Ａ：0.940 Ｂ：0.830 Ｃ：0.720 Ｄ：0.610 Ｅ：0.500 

   ・平成 27年 12月 Ａ：1.060 Ｂ：0.940 Ｃ：0.820 Ｄ：0.700 Ｅ：0.580 



（１０）退職手当（平成 28年４月１日現在） 

野々市市 国 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25年   29.145 月分  34.5825   月分 

勤続 35年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額  49.59  月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25年   29.145 月分  34.5825   月分 

勤続 35年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額  49.59  月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2～45％） 

 

（１１）時間外勤務手当 

支給実績（27年度決算）  94,690千円 

職員一人当たり平均支給年額 357千円 

支給実績（26年度決算）  83,855千円 

職員一人当たり平均支給年額 317千円 

 

（１２）特殊勤務手当 

区分 全 職 種 

支給実績（27年度決算） 110千円 

支給職員一人当たり平均支給年額 3,318円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 11％ 

手当の種類（手当数） ９種類 

主な手当 主な支給対象職場 主な支給対象業務 支給単価 

税及び介護保険料徴収 税務課、介護長寿課 税及び介護保険料徴収 日額 500円 

除雪作業 産業建設部 除雪作業 日額 500円 

伝染病防疫作業 健康推進課 伝染病発生時防疫 日額 500円 

 

（１３）その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 27年度決算 支給職員一人当た

り平均支給年額 

扶養手当 扶養親族のある職員 

配偶者 13,000円 

その他 各 6,500円（職員に配偶者がない場合は、

うち一人について 11,000円） 

扶養親族たる子のうち16歳から22歳の年

度に 5,000円を加算 

22,818千円 203,737円 

住居手当 12,000円を超える家賃を支払っている職員 

最高 27,000円 

13,368千円 267,362円 

通勤手当 交通機関等利用者 最高 55,000円 

自動車等通勤者 通勤距離(片道２km以上)により 

支給 2,000円～31,600円 

8,421千円 40,685円 

管理職手当 管理職の地位にある職員 

 職務の級及びその職により定められた額 

29,452千円 718,349円 

 



（１４）特別職の給料、報酬等の状況（平成 28年４月１日現在） 

区分 月 額 等 

給料 市長 

副市長 

880,000円 

708,000円 

報酬 議長 

副議長 

常任委員長 

議会運営委員長 

議員 

480,000円 

400,000円 

390,000円 

390,000円 

380,000円 

期末 

手当 

 

市長、副市長 ６月 1.50月 12月 1.65月 計 3.15月 

加算措置 給料月額に加算措置 

議長以下全議員 ６月 1.50月 12月 1.65月 計 3.15月 

加算措置 報酬月額に加算措置 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成 28年４月１日現在） 

（１）勤務時間等 

本庁等 

 月曜日～金曜日（休日除） 

  ８時 30分～17時 15分（うち休憩時間 60分） 

保育園 

月曜日～金曜日（休日除） 

  ８時 30分～17時 15分（うち休憩時間 60分） 

 土曜日 

  ８時 30分～12時 30分 

 

（２）年次有給休暇 

一暦年につき 20日付与（20日翌年繰越可） 

（27年一人当たり平均取得日数 ９日５時間） 

 

（３）病気休暇 

１ ２・３以外の負傷又は疾病 90日以内の期間 

２ 結核性疾患（３の場合を除く） １年の範囲以内の期間 

３ 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病 必要と認められる期間 

 

（４）介護休暇 

配偶者、父母、子等の者で負傷、疾病又は老齢により日常生活に支障があるものを介護する場合 

６箇月以内 

 

（５）育児休業 

地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、３歳に達するまでの子を養育するため 

必要な期間 

 

 



（６）特別休暇 

主な休暇の種類 内容等 付与日数 

ボランティア休暇 報酬を得ないで社会に貢献する場合 一の年に５日以内 

結婚休暇 結婚する場合 土・日曜日等を除く７日間 

産前休暇 出産前の申し出のあった場合 ８週間（多胎妊娠 14週間） 

産後休暇 出産した場合 ８週間 

育児時間休暇 生後一年以内の子の保育のために必要

な授乳等を行う場合 

一日２回各 30分以内 

子の看護休暇 小学校の就学前の子を看護する必要が

ある場合 

一の年に５日以内 

(対象の子が２人以上は 10日) 

妊産婦保健指導休暇 妊産婦で保健指導及び健康診査を受け

る場合 

妊娠後の経過の週ごとに一日

の勤務時間内の必要な期間 

妻の出産補助休暇 妻の出産に伴い入院等の付き添いをす

る場合 

妻が病院に入院する等の日か

ら出産後２週間内の２日以内 

忌引休暇 親族が死亡した場合 続柄に応じて付与 

（例） 配偶者 10日 

    父母  ７日 

     子   ５日 

夏季休暇 夏季における諸行事、心身の健康維持等

を行う場合 

一の年の７月から９月までの

期間内の週休日等を除く連続

する５日以内 

 

４ 分限及び懲戒の状況（平成 27年度） 

処分の種類 
分限処分 懲戒処分 

降任 免職 休職 免職 停職 減給 戒告 

処分者数 0人 0人 2人 0人 0人 0人 0人 

 

５ 服務の状況（平成 27年度） 

服務に専念する義務の特例に関する条例に規定する事項以外は職務に専念し、また、野々市市職

員倫理条例に規定する禁止行為を行ってはいけないことになっております。 

 平成 27年度において職務の専念を怠り、又は、禁止行為を行った職員はおりません。 

（職務専念の免除） 研修を受ける場合等 

（禁止行為）    利害関係者から、金銭を受取ること、供応接待を受けること等 

 

６ 研修及び勤務成績の評定の状況（平成 27年度） 

（１）研修 

①市主催研修 

  新規採用職員研修、接遇・クレーム対応研修  ４研修 68名受講 

②外部研修 

  階層別研修、行政実務研修等     18研修 79名受講 

 

 

 



 

（２）勤務評定 

野々市市勤務評定要領に基づき勤務成績を評定 

一般的目的 １ 公正かつ公平な人事管理の実現  ２ 人材の育成  ３ 組織の活性化 

使途目的  １ 公正公平な処遇         ２ 能力の開発  ３ 能力の発揮・活用 

 

７ 福利及び利益の保護の状況（平成 27年度） 

（１） 野々市市 

  ①職員の健康管理 

   ・職員健康診断 受診者 453人（正規職員 312人・非常勤職員等 141人） 

   ・産業医健康相談 年１回（２日間）  相談者 ６人 

   ・特定保健指導 対象者 25人 

 

（２） 野々市市職員互助会 

  ①設置目的 会員の互助、親睦及び健康の保持・増進を図ることを目的とする。 

  ②会員数  324人（平成 27年４月１日） 

  ③事業内容 

   ・給付事業 祝金、見舞金（結婚、出生、傷病ほか） 

   ・福祉事業 助成金（セミナー参加、研修） 

   ・貸付事業 貸付金 限度額５０万円 

  ④平成 27年度決算 

    収入 2,530,180円（掛金、団体生命保険加入手数料） 

    支出 2,148,935円 

  ⑤平成 28年度予算 

    収入（支出） 2,382,000円 

 

（３） 石川県市町村職員共済組合 

  ①短期給付事業 健康保険（傷病、出産などに対する給付事業） 

  ②長期給付事業 年金（退職）、一時金（障害、死亡） 

  ③福祉事業   組合員とその家族の健康保持増進のための事業 

          保養施設の運営 

          臨時の支出に対する貸付け事業など 

  ④事業費用   組合が定める率による職員の掛金と公費負担金 

 

 


